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研究成果の概要（和文）：本研究では、我が国の流通システムを描写する経済理論モデルを構築することにより、次の
ような研究成果を得た。第1に、一般的な製造業者にとっての、最適な流通チャネルの選択問題を分析し、どの様な環
境下で流通業者を垂直統合すれば良いのか、また直販チャネルを利用すれば良いのか、を明らかにした。第2に、企業
内において卸価格の役割を持つ振替価格の分析を行い、どの様な環境下でどの種類の振替価格設定を用いれば良いのか
を明らかにした。第3に、国際的な流通システムを想定し、どの様な環境下で並行輸入を認めるならば、より高い経済
厚生を達成できるのかを明らかにした。これらの成果は国際学術雑誌、国際学会において公表した。

研究成果の概要（英文）：In this research project, the following three results have mainly been achieved by
 constructing economic models that describe the Japanese distribution systems. Firstly, I investigate the 
problem concerning the choice of desirable distribution channels for a general manufacturer, identifying t
he economic environment where the manufacturer should vertically integrate a retailer, that where the manu
facturer should employ a direct channel. Secondly, I examine the role of a transfer price, which can be re
garded as a wholesale price in a divisionalized firm, revealing which type of transfer prices the firm sho
uld use in a specific economic environment. Finally, with reference to international distribution systems,
 I identify the economic environment where parallel trade should be permitted to enhance social welfare. T
hese results have been published in international academic journals and presented at international academi
c conferences.
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１．研究開始当初の背景 
近年の我が国では、情報通信技術の発展に

伴い、企業および消費者は市場において様々
な財をより低費用で取引することが可能と
なった。企業間取引ではオンライン受発注シ
ステム(EOS; Electronic Ordering System)をは
じめとした、様々な電子データ交換 (EDI; 
Electronic Data Interchange)の技術を利用して、
複数の企業が連携して効率的に財を最終消
費者へ流通させるサプライチェーンを構築
するなど、取引システムと物流のプロセスは
劇的な変化を遂げている。これに加えて消費
者側は、インターネットの普及により、特に
耐久消費財などで多くの商品を家庭内で比
較し、低いサーチ費用でそれらを購買するこ
とが可能となった。しかし他方で、こうした
技術の発展により家電などの工業製品には、
一般的な消費者が即座に理解することが困
難なほどの多様な機能が盛り込まれ、商品属
性が複雑化する傾向にあり、その意味で財に
付加価値が加えられるほど、企業と消費者間
に情報の非対称性が発生しやすくなる状況
が生じている。さらにそうした高度な技術を
利用した工業製品だけでなく、特に最近にな
り、食品のように消費者が日常生活に欠かす
ことのできないより身近な財の情報が、企業
により歪められる事例が生じている。こうし
た状況を背景として、製品情報の透明性を確
保するための流通システムを考える必要性
が高まっている。 
 
２．研究の目的 

本研究課題では、先に述べた我が国の経済
的な背景を考慮し、消費者が商品の購買・消
費のプロセスで負担しなければならない
様々なリスクを軽減し、より高い経済厚生を
実現するための望ましい流通システムを、近
年の情報通信技術が発展している社会状況
に適合するよう検討し、考案していくことが
大きな目的である。 

我が国の流通システムを分析するために
は、その独特の商取引慣行を考慮する必要が
ある。戦後の我が国では、商取引において製
造業者が流通業者に対して相対的に強い交
渉力を持っていたが、最近になりこうしたパ
ワーが流通業者へ移ってきたことが指摘さ
れる。以前からアパレル製品などでは、流通
業者側が市場の流行性を敏感にくみ取り、新
しい製品モデルを企画した後に、上流の製造
業者がそれに沿う形でモデルを製造し、卸す
場合が多くあった。しかし近年になり、食料
品・日雑品の製品カテゴリーでもプライベー
ト・ブランドが大手小売業者により企画・開
発され、製造業者へ提案され、新製品として
導入されるケースが多くなっている。このよ
うに製造業者から小売業者へ商取引のパワ
ーが移行してきたことは、大規模小売業の寡
占化による大量仕入・大量販売を背景とした
バイイング・パワーの向上だけではなく、情
報技術の発展により、POS データをはじめと

する消費者の情報が製造業者よりも小売業
者により豊富に蓄積されるようになったこ
とと深い関係がある。現代の流通業では高度
化した技術を多用する傾向が生じているが、
これにより引き起こされている流通システ
ム自体の変容のみならず、垂直的市場構造の
中での、流通業者の製造業者や消費者との力
関係の変容にも焦点を当てる点が本研究の
特色となる。 
 
３．研究の方法 

研究代表者は、一定の環境下における経済
構造を分析するためには、経済学における理
論研究と実証研究の双方の手法を用いるこ
とが望ましいと考えているため、流通の経済
学的分析を行う本研究課題でも、経済理論モ
デルの構築と、構築されたモデルを計量経済
学の手法を用いて評価する研究方法をとる。
研究代表者はこれまでにも、我が国における
商取引の垂直的市場構造や、小売店の零細・
過多性といった特徴の研究を行い、国際学術
雑誌をはじめとして成果を発表してきたの
で、これまでの研究を継続・発展させる形で
本研究課題を遂行する。 

また、過去に流通に関する研究課題に取り
組んできた経済学研究者は、応用経済学の他
分野と比較して相対的に少ない。これは流通
に関連する諸問題については、我が国では隣
接領域の商学・経営学で研究が進められてき
たことが一因であるが、社会厚生の向上とい
う観点から望ましい流通システムを探求す
るのであれば、産業組織論の論理が必要とな
るので、応用経済学としてこうした研究課題
に取り組む点は本研究の方法上の特色とな
る。 
 
４．研究成果 
 我が国の流通システムを念頭に置き、経済
学の論理を基礎とした数理モデルの構築と
評価を行い、それを論文として国際学術雑誌
に公刊し、また国際学会で報告することで、
以下の 3 つの話題のそれぞれで研究成果が得
られた。 
 
(1) 一般的な製造業者にとっての、最適な流
通チャネルの選択問題を分析した。 
①他社との競争に直面している製造業者は、
流通機能を担う組織を垂直統合するべきか、
あるいは分離するべきかという二者択一の
問題を分析した。もともと流通業の役割を問
う研究は、経済学における組織の垂直的な境
界に関する議論と密接な関係がある。経済学
の先行研究では、類似した財を供給する複数
の企業が価格面で競争する寡占的な状況下
では、流通業者を垂直分離した方が他企業か
らの戦略的な反応を和らげることで競争を
回避できるために、製造業者の戦略としては
望ましいことが知られてきた。これが製造業
者にとって流通業者を介して最終消費者に
財を販売する理由の 1 つとなる。しかしなが



ら組織の境界を決定するタイミングが企業
間で異なるときは、こうした先行研究の結果
とは逆に、流通業者を予め垂直統合しておく
ことが、製造業者にとって競争優位の戦略と
なることを示すモデルを構築した（「５．主
な発表論文等」〔雑誌論文〕④）。 
②流通業者を通して間接流通を行っている
製造業者は、直販流通チャネルをどの様な状
況下で設けることが望ましいかを分析した。
これは家庭においてインターネットが普及
するに伴い、情報通信技術を用いた直販が重
要な流通チャネルとして利用される機会が、
我が国においても多くなっているためであ
る。直販チャネルは、しばしば消費者に向け
て差別化された財を販売するために利用さ
れることがある。これに対し本研究では、全
く同質な財を、小売店などを介した間接流通
チャネルと、直接流通チャネルの 2 つで販売
する場合であっても、直販チャネルを設ける
ためには固定費用がかかるにも関わらず、そ
れを設けておくことが企業の利潤を増大さ
せるという帰結を導くモデルを構築した
（「５．主な発表論文等」〔学会発表〕②）。
これは特定の市場において潜在的な参入企
業が存在するとき、直販チャネルが実質的に
は参入障壁として機能する可能性があるた
めである。 
③製造業者が小売業者を通した間接流通チ
ャネルと直販チャネルの 2 つを利用して生産
物を販売している時、直販価格と小売業者へ
の卸価格の決定をどの時点で行えば良いか
という、最適意思決定時点を求めるモデルを
構築した（「５．主な発表論文等」〔学会発表〕
①）。本成果報告書を執筆時点において、こ
の成果は国際学術雑誌に投稿中である。 
 
(2) 小売部門を垂直統合した製造業者を考え、
その企業内において実質的な卸価格となる、
振替価格(transfer price)に関する研究を行っ
た。製造業者が流通チャネルの調整を行う目
的で振替価格を手段として用いるモデルは、
これまでに多様なものが構築されている。な
お英語の"transfer price"は、日本語では「振替
価格」または「移転価格」と訳されるが、以
下では「振替価格」と統一して記す。 
①競争的な状況下で、原価基準振替価格設定
が流通チャネル管理において果たす役割の
分析を行った。サプライチェーン管理の先行
研究において、企業が価格競争に直面してい
る状況では、全部原価を用いた流通チャネル
管理を行うことが有利であることが、通念と
して認められてきた。本研究ではこの通念的
な結果を覆し、企業が潜在的な参入の脅威に
さらされている時は、全部原価ではなく、直
接原価に基づいた振替価格設定の方が参入
を阻止するためのコミットメントとなり、有
利となることをモデルにより示した（「５．
主な発表論文等」〔雑誌論文〕②）。 
②さらにもう 1 つの原価基準振替価格設定の
分析として、固定費に関する不確実性が存在

する状況を想定し、変動原価に基づく振替価
格設定と、全部原価に基づく振替価格設定の
いずれが企業にとって望ましいかを分析し
た（「５．主な発表論文等」〔雑誌論文〕③）。 
 
(3) 我が国で流通する財は、海外から輸入さ
れたものや、海外生産の原材料を利用したも
のが多いことを考慮し、国際的な流通システ
ムを想定し、製造業者の承認(authorization)を
受けていない商品の並行輸入に関する流通
モデルを構築した。このモデルにおいて、商
品の情報に関して企業と消費者間で非対称
性が存在する状況下では、消費者の嗜好が多
様であり、その意味で多数のセグメントに細
分化されている時ほど、並行輸入を禁止しな
い方が、消費者厚生が向上することが示され
た（「５．主な発表論文等」〔雑誌論文〕①）。
これは消費者の嗜好が多様であれば、商品情
報の非対称性を解消するために、小売業者は
自発的にその情報サービスを提供する誘因
を特に強く持つためである。 
 
 以上の各成果は「５．主な発表論文等」の
項目に記載している。特筆すべきは、第 1 に、
研究期間中に当該分野の国際学術雑誌に合
計で 11 本の論文が掲載されたことである。
また第 2 に、国際学会において 5 本の論文の
報告を行い、かつそのうち 3 本の論文は流
通・マーケティング分野で世界最大の国際学
会で研究報告を行ったことである。以上から、
本研究課題では高い成果を達成したと総括
することができる。 
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